
 

 

～ 日本海難防止協会シンガポール連絡事務所発SRO news ～ 

（Ref No：21－046） 

 

１ パラオのウィップス大統領は、笹川平和財団主催の「私たちの海洋会議」

プレイベントで、太平洋諸国は海洋の管理と保護に常に「大きな責任」を果た

してきたと述べた。名高いパラオ国立海洋保護区（PNMS）を含む画期的な海洋

イニシアチブは、太平洋によって始められたものだと述べた。また、スティー

ブン・ビクター農業・漁業・環境大臣は、この会議は「世界のコミュニティを

海洋問題に関与させ続ける」チャンスであると述べ、特にポスト COVID 経済で

海洋への行動を優先するよう呼びかけた。同会議は、4 月 13 日及び 14 日に、

パラオによる主催で開かれる。「私たちの海洋会議」が小島嶼開発途上国によ

って主催されるのは初めて。 

原文 

（18th March 2022, Island Times） 

 

２ パラオの保健福祉大臣は、新型コロナウイルス感染者数の減少に伴い、制

限を一部緩和するが、マスク着用は継続されると述べた（※20 名以上が集まる

屋外の集会及び全ての屋内の集会や医療施設等でのマスク着用義務 → 3 月

21日以降、50名以上の屋内の集会でのマスク着用義務及びそれ以外は推奨）。

旅行制限については 4月 1日までに EOC（Emergency Operations Center）が対

応すると述べた。 

原文 

（18th March 2022, Island Times） 

 

３ パラオ入国管理局は、パラオ国際空港に到着したすべての乗客の指紋認証

と顔認識写真の撮影を開始した。 

原文 

（15th March 2022, Island Times） 

 

４ 在パラオの柄澤大使とパラオ国務省公文書・メディア局長は、「国営放送

局ラジオ放送機材整備計画」73,925 ドル相当の助成契約に署名した。Eco 

Paradise FM 89.7 (EPFM)は、パラオで唯一の公共ラジオ放送で、日常生活に欠

かせないメディアであり、緊急時には、避難や援助の情報を広める上で重要な

役割を果たしている。しかし、送信アンテナを含む機械や機器が損傷・劣化し

て二つある送信システムのうち一つが使えないほか、災害などで設備に被害を

受けた場合の携帯放送設備もない。日本大使館は、日本の草の根人間の安全保

障プロジェクトの助成金を通じて、FMアンテナや可搬式の放送装置を含む36種

類の放送機材を更新する資金を供与することを決定した。 

https://islandtimes.org/our-ocean-conference-in-palau-to-highlight-role-of-pacific-in-ocean-protection/
https://islandtimes.org/covid-restrictions-to-ease-due-to-fewer-cases/
https://islandtimes.org/immigration-begins-capturing-fingerprint-and-photo-for-incoming-passengers/


原文 

（18th March 2022, Island Times） 

※参考：在パラオ日本国大使館（リンク参照） 

 

５ パラオ政府と三重県は、友好 25周年を記念して、幅広い交流と協力を促進

するための覚書に署名した。オンラインの署名式には、パラオ側からウィップ

ス大統領らが、日本側から三重県の一見知事や柄澤在パラオ日本大使らが参加

した。パラオ政府と三重県は、父親が三重県伊勢市出身である故クニオ・ナカ

ムラ元大統領が三重県を何度も訪れ、1996 年 7 月 25 日に友好関係を結んだ。

以来 25年間、パラオと三重県は環境、観光、水産業及び文化において協力を広

げ、400名を超える技術者、研究者、教師及び学生の相互派遣を行っている。 

原文 

（15th March 2022, Island Times） 

※参考：在パラオ日本国大使館（リンク参照） 

 

６ ミクロネシア連邦は、オーストラリアから引き渡される 2 隻のガーディア

ン級巡視船の 1隻目である FSS Tosiwo Nakayamaを受け取った。 

原文 

（14th March 2022, PACNEWS） 

 

７ オーストラリア海軍は、海洋監視活動の支援のため、ミクロネシア連邦

（FSM）に軍艦 HMAS Melvilleを派遣している。地域の法的枠組みと太平洋の漁

業に関する幅広い知識を有するオーストラリア漁業管理局（AFMA）職員が同艦

に乗艦し、違法な漁業を迅速に特定、疑わしい漁船や設備が発見された場合、

AFMA はその証拠を FSM 政府に提供する。HMAS Melville の司令官は、新たなガ

ーディアン級巡視船が到着するまでの少しの間、FSM の海洋監視能力が低下す

るためと述べた。 

原文 

（16 March 2022, Kaselehlie Press） 

 

８ オーストラリア漁業管理局（AFMA）は、フォーラム漁業機関（FFA）と連

携して、ミクロネシア連邦（FSM）の国家海洋資源局（NORMA）及び国境管理・

海上監視部に冷凍室用スーツ 2 セットを寄贈した。漁業検査官が漁船の冷凍室

で効率良く漁獲記録と実際の保管量の照合を行うことを可能とするもの。 

原文 

（16 March 2022, Kaselehlie Press） 

 

９ ミクロネシア連邦（FSM）のディビッド・パニュエロ大統領は、太平洋共

同体（SPC）と French Institute of International Relations が共催した

Pacific Islands Program Opening Conference で、北太平洋のために EUの事

務所を FSMに設置するよう提唱した。 

原文 

https://islandtimes.org/japans-ggp-grants-73925-to-eco-paradise-to-renovate-radio-equipment-and-enhance-disaster-eesiliency/
https://www.palau.emb-japan.go.jp/itpr_ja/11_000001_00438.html
https://islandtimes.org/palau-and-mie-prefecture-of-japan-signed-mou-to-commemorate-the-25th-anniversary-of-friendship-and-expand-cooperation/
https://www.palau.emb-japan.go.jp/itpr_ja/11_000001_00440.html
https://pina.com.fj/2022/03/14/micronesian-maritime-security-enhanced/


（16 March 2022, Kaselehlie Press） 

 

10 ニュージーランドの著名で裕福なビジネスマンである Graeme Hart 氏が、

ボート 30 隻、トラクター8 台及び食料品をトンガに寄贈した。また、トンガの

オリンピック選手である Pita Taufatofua 氏が、自身がトンガ援助のために立

ち上げた募金で購入した 8隻のボートをトンガに寄贈した。 

原文 

（15th March 2022, Radio NZ） 

 

11 East-West Center は、米国と太平洋諸島の関係について、「米国の太平洋

諸島問題・太平洋諸島の米国問題（The Pacific Islands Matter for America 

/ America Matters for the Pacific Islands）」の出版、ウェブ掲載を開始し

た。 

原文 

（16 March 2022, Kaselehlie Press） 

※East-West Center（リンク参照） 

 

12 太平洋諸島フォーラム(PIF)事務局の気候変動ファイナンス・アドバイザ

ーは、気候資金（climate finance）は太平洋諸国が「国が決定する貢献

（Nationally Determined Contribution：NDC）」を実施していく上での最優先

課題であると述べた。経済協力開発機構（OECD）によると、2019 年までに富裕

国・先進工業国が拠出した金額は 2009 年に約束された 1,000 億米ドルのうち

798億ドルのみであり、このわずか 1.9％を小島嶼開発途上国（SIDS）が利用で

き、さらに少ない 0.28％のみが太平洋 SIDS に割り当てられている。同アドバ

イザーによると、太平洋の SIDS が NDC の目標を実施するためには、2030 年ま

でに国により 2億ドルから 30億ドル規模のコストを要する。 

原文 

（14th March 2022, PACNEWS） 

 

【豪州の調査研究機関による報告】 

13 中国は南太平洋でより大きな影響力を求め、同地域の報道機関に対する操

作（manipulation）によりメディアの独立性に深刻な影響を及ぼしている。太

平洋のメディアは財政的に苦しく多くのジャーナリストは職を失っているが、

中国が彼らに生き残る手段を提供する代わりに、メディアの自由が犠牲となっ

ている。中国は 13 年間で推定 66 億ドルを費やし、世界メディアでの存在感を

高めてきた。中国は、2017 年に豪放送協会（ABC）が短波サービスを停止した

とき、太平洋での短波送信機の周波数を引き継いだほか、衛星によるバヌアツ

への放送を開始しようとしている。国際ジャーナリスト連盟は 2020年の報告書

で、外国人ジャーナリストが、交換プログラムや中国で学ぶ機会、ツアー、報

道機関への資金援助を言い寄られていると警告した。中国はまた、外国の新聞

に無料コンテンツを提供し、中国大使は地元メディアに意見記事を書いている。 

https://www.rnz.co.nz/international/pacific-news/463344/boats-from-new-zealand-s-richest-man-and-tongan-flag-bearer-reach-tonga
https://www.eastwestcenter.org/publications/the-pacific-islands-matter-americaamerica-matters-the-pacific-islands
https://pina.com.fj/2022/03/14/climate-finance-remains-an-essential-priority-for-psids/


太平洋の中では特にソロモン諸島とバヌアツで、中国の影響についての証拠

が増えている。ソロモン諸島のジャーナリストの状況は同国が 2019年に台湾か

ら中国に外交関係を切り替えてから急速に変化し、メディアの自由は悪化して

おり、国の指導者は現在中国を模範としているとジャーナリストは述べている。

ソロモン諸島政府はメディアの自由に制限があることを否定したが、メディア

が生き残りに苦しむ中、中国大使は中国への旅行を増やし（パンデミック後）、

Solomon Star紙に車両２台、新聞プレス機のメンテナンスなどの支援を提供し

た。このような申し出の後には、中国大使館の立場と一致するよう編集の圧力

がかかることがよくある。また、著名なバヌアツのジャーナリストは 2019年に

バヌアツ出国後、ビザを取り消されバヌアツ再入国が禁止された。同氏は当時、

バヌアツからの 6 人の中国人の秘密裏の国外追放について記事を書いたせいで

あることに疑いの余地はないと語っていた。 

これらの例は、南太平洋における中国の影響力の増大と、そこでのオースト

ラリアのメディアの発言力の欠如に対する懸念をより鮮明なものにしている。

この地域を拠点とするオーストラリア人ジャーナリストは ABC パプアニューギ

ニアに 1名のみであり、一方で新華社通信はフィジーに特派員がいる。 

原文 

（17th March 2022, ASPI） 

 

https://www.aspistrategist.org.au/how-china-is-winning-the-information-war-in-the-pacific/




 

  



 

 

 



 

 


